
総務省の研究開発の成果や既存製品等を活用し、自治体の地域防災計画等に即した利用シナリオを作成し、
技術の組み合わせによる実証（３箇所）を実施。それらの有効性や効果を検証。 

高知県南国市、黒潮町 
２月１９日、２３日 
「被災地における通信確保」 

（参考） 
宮城県角田市 
３月８日 
「重層的な通信ネットワーク」 

徳島県三好市、美馬市、 
     つるぎ町、東みよし町 
２月１３日、１４日 
「発災時の住民への情報伝達」 
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質問・視察希望等に関する連絡先： 
 総務省情報通信国際戦略局技術政策課 篠澤、喜多  電話：03-5253-5727  メール：resilient-ict@ml.soumu.go.jp 

災害に強い情報通信技術の研究開発 実証事業（Ｈ２５年度）の概要 

http://www.soumu.go.jp/

	スライド番号 1

